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データである (2004年2月時点での蓄積データ)01995年から 2003年までの各年約 50万
社(延べ約400万社)について、 BjSとPjLの財務項目、創業年度などを収録している。
本稿では、企業規模の変数として総資産を用いる10企業の内訳は、総資産 1千万-1億円











P(+)=P(ムXit三0)，P(+I+)=P(ム町三 01ムXi.t-l三0)， (1) 
P(+I + +) = P(ムXit三01ムXi.t-l三0，sXi，t-2 ~ oL . . . . . . -(2) 




変化率の履歴効果 変化率G3を、 G=P(+)キG++P(一)本 Gー のように分離し、履歴
別に測定する。 G+は、今期規模拡大する場合の変化率である。条件付確率分布
G十(ムXt)= G(ムXtlム町三 0)，G十(sXtl+)= G(sXtIsXt三OヲsXt-l三0)，. . . (3) 
は履歴別変化率である4と同時に、規模拡大が続いた場合の最後の期の変化率を意味する。
さらに進んで、規模拡大が続いた場合の最初の期の変化率 Giniやトータノレの変化率 Gtot
Gtni(dxd = c+(ムz仏 Gtni(d.Xtl+) = G(L~Xt-ll ð.Xt 三 0，d.Xt-l 三0)，・・ (4) 
ctt(ムXt)= c+(ム町)， ctt(d.Xtl+) = G(d.totXt¥s町三OヲsXt-l三OL・ (5) 
を測定することにより、規模拡大を続ける企業の最初の期からの変化率を他の企業と比較











3-1og 2未満、ー log2以上 -9/10log 2.・log2以上の 21区間に区切り存在確率を算出する。
4履歴がない場合、これらの条件付確率分布は等しくなる。
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8留で、低年齢は(最初の期での)企業年齢O年以上 10年未満、高年齢は企業年齢 30年以上である。
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